
議案第１９号 

 

那須烏山市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例等の

一部改正について 

 

 那須烏山市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例等の一部を改正す
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  令和７年２月２５日提出 

 

那須烏山市長 川 俣 純 子   
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那須烏山市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例等の一部を改正す

る条例 

令和 年 月 日 

那須烏山市条例第 号 

 （那須烏山市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例の一部改正） 

第１条 那須烏山市情報通信技術を活用した行政の推進等に関する条例（令和６年３月那須烏

山市条例第31号）の一部を次の表のように改正する。 

 

改  正  後 現     行 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、情報通信技術を活用した行政の

推進等に関する法律（平成14年法律第151号）第16条

第１項の規定の趣旨にのっとり、情報通信技術を活

用した行政の推進について、情報通信技術を利用す

る方法により手続等を行うために必要となる事項を

定めることにより、手続等に係る関係者の利便性の

向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図り、も

って市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

 

第１条 この条例は、情報通信技術を活用した行政の

推進等に関する法律（平成14年法律第151号）第13条

第１項の規定の趣旨にのっとり、情報通信技術を活

用した行政の推進について、情報通信技術を利用す

る方法により手続等を行うために必要となる事項を

定めることにより、手続等に係る関係者の利便性の

向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図り、も

って市民生活の向上に寄与することを目的とする。 

 

 （那須烏山市議会個人情報保護条例の一部改正） 

第２条 那須烏山市議会個人情報保護条例（令和５年３月那須烏山市条例第22号）の一部を次

の表のように改正する。 

 

改  正  後 現     行 

（定義） （定義） 

第２条 略 第２条 略 

２～９ 略 ２～９ 略 

10 この条例において「特定個人情報」とは、行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「番号

利用法」という。）第２条第９項に規定する特定個

人情報をいう。 

10 この条例において「特定個人情報」とは、行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律（平成25年法律第27号。以下「番号

利用法」という。）第２条第８項に規定する特定個

人情報をいう。 

11～13 略 

 

11～13 略 

 

（利用及び提供の制限） （利用及び提供の制限） 

第12条 略 第12条 略 

２～４ 略 ２～４ 略 

５ 保有特定個人情報に関しては、第２項第２号から

第４号まで及び第29条の規定は適用しないものと

し、次の表の左欄に掲げる規定の適用については、

これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の

右欄に掲げる字句とする。 

５ 保有特定個人情報に関しては、第２項第２号から

第４号まで及び第29条の規定は適用しないものと

し、次の表の左欄に掲げる規定の適用については、

これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、同表の

右欄に掲げる字句とする。 

略 

第38条第

１項第１

又は第12条第１

項及び第２項の

第12条第５項の規定

により読み替えて適

略 

第38条第

１項第１

又は第12条第１

項及び第２項の

第12条第５項の規定

により読み替えて適
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号 規定に違反して

利用されている

とき 

用する同条第１項及

び第２項（第１号に

係る部分に限る。）

の規定に違反して利

用されているとき、

番号利用法第20条の

規定に違反して収集

され、若しくは保管

されているとき、又

は番号利用法第29条

の規定に違反して作

成された特定個人情

報ファイル（番号利

用法第２条第10項に

規定する特定個人情

報 フ ァ イ ル を い

う。）に記録されて

いるとき 

略 
 

号 規定に違反して

利用されている

とき 

用する同条第１項及

び第２項（第１号に

係る部分に限る。）

の規定に違反して利

用されているとき、

番号利用法第20条の

規定に違反して収集

され、若しくは保管

されているとき、又

は番号利用法第29条

の規定に違反して作

成された特定個人情

報ファイル（番号利

用法第２条第９項に

規定する特定個人情

報 フ ァ イ ル を い

う。）に記録されて

いるとき 

略 
 

 

 （那須烏山市税条例の一部改正） 

第３条 那須烏山市税条例（平成17年10月那須烏山市条例第71号）の一部を次の表のように改

正する。 

 

改  正  後 現     行 

（市民税の申告） （市民税の申告） 

第36条の２ 略 第36条の２ 略 

２～９ 略 ２～９ 略 

10 市長は、市民税の賦課徴収について必要があると

認める場合には、新たに第23条第１項第３号又は第

４号に掲げる者に該当することとなった者に、当該

該当することとなった日から30日以内に、その名

称、代表者又は管理人の氏名、主たる事務所又は事

業所の所在、当該市内に有する事務所、事業所又は

寮等の所在、法人番号（行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成25年法律第27号）第２条第16項に規定する法人番

号をいう。以下市民税について同じ。）、当該該当

することとなった日その他必要な事項を申告させる

ことができる。 

 

10 市長は、市民税の賦課徴収について必要があると

認める場合には、新たに第23条第１項第３号又は第

４号に掲げる者に該当することとなった者に、当該

該当することとなった日から30日以内に、その名

称、代表者又は管理人の氏名、主たる事務所又は事

業所の所在、当該市内に有する事務所、事業所又は

寮等の所在、法人番号（行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等に関する法律（平

成25年法律第27号）第２条第15項に規定する法人番

号をいう。以下市民税について同じ。）、当該該当

することとなった日その他必要な事項を申告させる

ことができる。 

 

（施行規則第15条の３第３項並びに第15条の３の２

第４項及び第５項の規定による補正の方法の申出） 

（施行規則第15条の３第３項並びに第15条の３の２

第４項及び第５項の規定による補正の方法の申出） 

第63条の２ 施行規則第15条の３第３項並びに第15条

の３の２第４項及び第５項の規定による補正の方法

の申出は、当該家屋に係る区分所有者の代表者が毎

年１月31日までに次に掲げる事項を記載した申出書

を市長に提出して行わなければならない。 

第63条の２ 施行規則第15条の３第３項並びに第15条

の３の２第４項及び第５項の規定による補正の方法

の申出は、当該家屋に係る区分所有者の代表者が毎

年１月31日までに次に掲げる事項を記載した申出書

を市長に提出して行わなければならない。 
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⑴ 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行

政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個

人番号をいい、当該書類を提出する者の同項に規

定する個人番号に限る。以下固定資産税について

同じ。）又は法人番号（同条第16項に規定する法

人番号をいう。以下固定資産税について同じ。）

（個人番号又は法人番号を有しない者にあって

は、住所及び氏名又は名称） 

⑴ 代表者の住所、氏名又は名称及び個人番号（行

政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個

人番号をいい、当該書類を提出する者の同項に規

定する個人番号に限る。以下固定資産税について

同じ。）又は法人番号（同条第15項に規定する法

人番号をいう。以下固定資産税について同じ。）

（個人番号又は法人番号を有しない者にあって

は、住所及び氏名又は名称） 

⑵～⑷ 略 ⑵～⑷ 略 

２ 略 

 

２ 略 

 

（種別割の減免） （種別割の減免） 

第89条 略 第89条 略 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとす

る者は、納期限までに、当該軽自動車等について減

免を受けようとする税額及び次に掲げる事項を記載

した申請書に減免を必要とする事由を証明する書類

を添付し、これを市長に提出しなければならない。 

２ 前項の規定によって種別割の減免を受けようとす

る者は、納期限までに、当該軽自動車等について減

免を受けようとする税額及び次に掲げる事項を記載

した申請書に減免を必要とする事由を証明する書類

を添付し、これを市長に提出しなければならない。 

⑴ 略 ⑴ 略 

⑵ 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しく

は事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号

（行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定す

る個人番号をいう。以下この号及び次条において

同じ。）又は法人番号（同法第２条第16項に規定

する法人番号をいう。以下この号において同

じ。）（個人番号又は法人番号を有しない者にあ

っては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地

及び氏名又は名称） 

⑵ 軽自動車等の所有者等の住所又は事務所若しく

は事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号

（行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定す

る個人番号をいう。以下この号及び次条において

同じ。）又は法人番号（同法第２条第15項に規定

する法人番号をいう。以下この号において同

じ。）（個人番号又は法人番号を有しない者にあ

っては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地

及び氏名又は名称） 

⑶～⑻ 略 ⑶～⑻ 略 

３ 略 

 

３ 略 

 

（特別土地保有税の減免） （特別土地保有税の減免） 

第139条の３ 略 第139条の３ 略 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けよ

うとする者は、納期限までに、次に掲げる事項を記

載した申請書にその減免を受けようとする事由を証

明する書類を添付して市長に提出しなければならな

い。ただし、市長が、当該者が所有し、又は取得す

る土地が同項各号のいずれかに該当することが明ら

かであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要が

あると認める場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定により特別土地保有税の減免を受けよ

うとする者は、納期限までに、次に掲げる事項を記

載した申請書にその減免を受けようとする事由を証

明する書類を添付して市長に提出しなければならな

い。ただし、市長が、当該者が所有し、又は取得す

る土地が同項各号のいずれかに該当することが明ら

かであり、かつ、特別土地保有税を減免する必要が

あると認める場合は、この限りでない。 

⑴ 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号

（行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定す

る個人番号をいう。以下この号において同じ。）

又は法人番号（同条第16項に規定する法人番号を

いう。以下この号において同じ。）（個人番号又

は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏

名又は名称） 

⑴ 納税義務者の住所、氏名又は名称及び個人番号

（行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定す

る個人番号をいう。以下この号において同じ。）

又は法人番号（同条第15項に規定する法人番号を

いう。以下この号において同じ。）（個人番号又

は法人番号を有しない者にあっては、住所及び氏

名又は名称） 

⑵・⑶ 略 ⑵・⑶ 略 
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３ 略 

 

３ 略 

 

 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 


